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BCP推進の背景

日本は、地震や台風など、自然災害の発生頻度が非常に多く
また、今回の新型コロナウイルス感染症拡大防止のために経
済活動が縮小するなどの事態の可能性があります。
このような緊急事態に対応できない企業は、事業の縮小を余
儀なくされるだけでなく、倒産といった最悪の事態を招きか
ねません。
特に中小企業の経営はもろく、ちょっとした緊急事態でも廃
業のリスクが高まります。

自然災害や未知の疾病などに対応可能な企業のリスク管理の必
要性があります。

参考資料：中小企業BCP策定運用指針



BCP（事業継続計画：Business Continuity Plan）とは

企業が自然災害、大火災、テロ攻撃などの緊急事態に遭
遇した場合において、事業資産の損害を最小限にとどめ
つつ、中核となる事業の継続あるいは早期復旧を可能と
するために、平常時に行うべき活動や緊急時における事
業継続のための方法、手段などを取り決めておく計画の
ことで、企業のリスク管理のひとつであります。

参考資料：中小企業BCP策定運用指針



なぜBCPを導入するのか？

平常時からBCPの重要性を認識して対策を講じて
おけば、いつどんな緊急事態が起きたとしても、
事前の準備に従ってスムーズに対応できます。

企業のリスク管理に重要な役割を果たします。

参考資料：中小企業BCP策定運用指針



BCP導入効果のイメージ

参考資料：中小企業BCP策定運用指針



BCPの期待効果



BCPの導入メリット



企業規模別BCPの策定率

年度 大企業 中小企業

２００７年度 １９％ １２％

２００９年度 ２８％ １３％

２０１１年度 ４６％ ２１％

２０１３年度 ５４％ ２５％

２０１５年度 ６０％ ３０％

大企業で高い傾向にある。
国の目標（２０２０年までに）：大企業１００％、中小企業５０％



地域別BCPの策定率

全国 １４．７％

北海道 １１．７％

東北 １３．２％

北関東 １６．６％

南関東 １７．８％

北陸 １１．２％

東海 １４．５％

近畿 １３．１％

北海道は低い水準にある。



BCPの枠組み：予測、予防、対応の3つ。
予測：会社の存続を左右すると思われる優先す
べき中核事業を特定する。中核事業が停止した
場合、どのくらいの停止期間までなら会社の体
力が持つのかを考慮する。

予防：中核事業のサービスレベルについてあら
かじめ協議しておく。

対応：中核事業がどのような状態になった場合
にBCPの発動を行うのか

BCP策定の流れ



各枠組みの違い

・予測・予防のフェーズと、対応のフェーズは、平時と
有事という大きな違いがあります。

・予測・予防は皆で合意形成をした上で進めることが重
要ですが、対応フェーズはリーダーの資質が問われ、
トップマネジメントにギアが入れ替わります。

参考資料：中澤幸介氏



今後起こり得るパンデミックに対して企業が策定すべき
BCP について

前提として：今回の自組織の対応をしっかり検証をしていなければ
できない

そもそも、多くの組織が対応の記録をとっていなかったので、今の
うちにしっかり１月からの対応を振り返り、何が課題だったのかを
整理すべきである。

・備蓄はどのくらい必要だったのか
・感染者が発生した際の対応フローはできていたのか
・継続すべき事業、止めていい事業の判断で困らなかったか
・高齢の社員で在宅ができないで困ったことはないか。。。。

参考資料：中澤幸介氏



今後起こり得るパンデミックに対して企業が策定すべき
BCP について

・課題だけを挙げると、修正点だらけで、実は意外に重要なのは良
かった点を評価することを忘れてはいけないと思います。

・会社に皆が来ていて良かった点もあった（仕事が引継ぎやすい、
同僚のやっている仕事が見えていたなど）。こうした点をすべて否
定しテレワークを行うと、感染防止になっても、感染した後の事業
継続が難しいということになりかねません。

参考資料：中澤幸介氏



最後に

100点を目指さず、合格点でいいということ。
わからないことが起きている中で、どんな優秀
なリーダーであっても、完璧な対応方針を示し、
どんな優秀なスタッフも完璧に従うことはでき
ません。心にゆとりを持って、合格点をキープ
することが大切かと思います。

参考資料：中澤幸介氏



参考資料：中澤幸介氏

参考資料：製造業アウトプットイメージ

参考資料：中小企業BCP策定運用指針



参考資料：中小企業BCP策定運用指針










